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６月 30日の農業委員会総会後に行われた農作業事故防止の研修会（市役所）

　定例の農業委員会総会後に、ＶＲゴーグル（※1）による「農作業事故防止のための模擬
体験会」を開催しました。交通事故と農作業事故の死亡事故発生率を比較すると、農作業
事故の発生率が５倍以上高いとのことです。ＶＲ映像でヒヤリとする模擬体験をする
ことで未然事故防止を期待するものです。あわてる、油断する、疲れている、イライラ
しているなどの状況は特に事故が起きやすいです。気を付けましょう。

（※1）立体映像で農作業事故の疑似体験ができる機械です。

ＶＲ映像で農作業事故の防止を
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糸魚川市農業委員会　事務局（糸魚川市役所内３階）

TEL. ０２５－５５２－１５１１ FAX.０２５－５５２－１０８６ ホームページ メール送信

地目を変えたい場合

農業委員会では、直接、地目を変える手続きはありません。固定資産税にかかる評価
地目を変更する場合は、市民課固定資産税係にお尋ねください。登記簿地目を変更し
たい場合は、法務局にお尋ねください。

Q
A

耕作をやめる

「休耕届」が必要です。
※中山間直払い制度等の対象地になっていると地域との調整が必要な場合があります。
※耕作をやめた後においても、草刈り等、適切な管理をお願いします。

Q
A

農地がほしい（借りたい）

売買や譲渡で取得する場合と、借りる場合で手続きが異なります。お尋ねください。
※農業委員会で農地の譲渡、売買の許認可を受けただけでは、登記簿は変わりません。
　法務局で所有権移転の登記申請を行ってください。

Q
A

農地を農地以外に使いたい（転用）

住宅や格納庫、駐車場、資材置き場など、「転用」の手続きが必要です。
※法律で規制されている農地（例：農業振興地域、地域計画など）は、別途手続き
　が必要です。

Q
A

農地を相続した

農業委員会事務局に農地法第３条の３の規定による届出が必要です。

Q
A

農地を譲りたい

国に引き渡す「国庫帰属制度」が新たに創設されました。法務局にお尋ねください。

Q
A

相続で農地を取得したけど、耕作される方もいないし、
管理もできないので誰かに引き取ってもらいたい。

AQ &

お問い合わせ先

保存版保存版

農地には、「農地法」という農地を守る法律があります。場面に応じて手続きがありますので、参考にしてください。
※農業委員会への各種届出・申請の様式はホームページからダウンロードできます。

「 農 地 」のあれこれ、こんな時どうすれば？



3vol.23  2025.8.31

農地の賃借の
方法が変わりました
農地の賃借の

方法が変わりました
農地の賃借の

方法が変わりました
農地の賃借の

方法が変わりました
農地の賃借の

方法が変わりました
農地の賃借の

方法が変わりました
国の制度改正にともなって、令和７年４月から賃借の手続きの方法が変わりました。

相対の契約 利用権設定2 から を挟む手続きに一本化されました。農地中間管理事業3

利用権設定等（相対）※2

農地法３条1

農地中間管理事業3

農地法３条1

農地中間管理事業3

令和７年３月 31日まで

農地の賃借は、農地中間管理事業（貸し手と借り手の間に農地中間管理機構が入る契約）
が主になります。

・

※ ②利用権設定 では、同一契約の期間延長ができる場合があります。
※ ②利用権設定 の満期を迎えていない既存契約は有効です。

令和７年４月１日以降

継　続

一本化

農地中間管理事業とは？

令和
7年

4月か
ら

まずは、貸し手、借り手の双方で内容を確認しましょう。・

農地中間管理機構
（新潟県農林公社）

農林水産課
農業委員会

賃料の支払い 賃料の徴収

窓 口

農地の貸付農地の借受

双方から 0.5％の手数料がかかる　（例：10,000 円／ 10a では、50円）

貸し手
土地所有者

借地料を受け取る

機構から期日どおりに入金される・
相対ではなく、公的機関が間に入って安心・

借り手
耕作者

借地料を支払う

・複数の貸し手があっても契約相手は機構のみで手続きが
一本化

令和８年７月に任期を迎える農業委員と農地利
用最適化推進委員の募集が11月中旬から開始に
なる予定です。この機会に農業委員、農地利用
最適化推進委員になってみませんか。
・毎月、月末に農業委員会総会があります。
・任期：3年

※詳しくは、農業委員会事務局へお問い合わせください。

予 告 次期の農業委員、農地利用最適化
推進委員の募集が始まります。
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～地域農業を守るために～

農 業 委 員 活 動

レ ポ ー ト

40歳までの加入なら一定要件を満たせば保険料の補助が受けられます

後継者がいなくても受給できます

一定要件を満たせば、月額最高１万円の保険料補助が受けられます。
（35歳以上の方は月額最高６千円）

■保険料は全額社会保険料控除の対象
■生涯受け取ることができる終身年金
■仮に 80歳前に亡くなられた場合は、
　ご遺族に死亡一時金が支給されます。

　現在の農業者年金は、自ら積み立てた保険料とその運用益から決定した年金を受給す
る確定拠出方式です。後継者がいなくても、後継者がサラリーマンでも、将来受給する
年金額に影響はありません。

※特例付加年金の受給には「経営継承」が必要ですが、後継者が専業農家である必要はなく、第三者への農地貸付による
　経営継承も可能です。

農 業 者 年 金
３つの要件を満たせばどなたでも加入できます。

・60歳未満（国民年金任意加入者の場合は 65歳未満）
・年間 60日以上農業に従事している
・国民年金第１号被保険者（保険料免除者を除く）

特 徴

　私の担当する区域は歌外波・市振玉ノ木・上路

地区で、主な対象地は上路地区です。

　上路地区は昭和56年に圃場整備（約33ha) が完了

していて当時はほぼ全戸が農業に携わっていまし

たが、機械化による省力化・住居移転による過疎化・

高齢化・獣害被害等で離農者が続出し、現在は

12ha程までに減少しています。圃場耕作者は 6 名、

その中の若手集約耕作者が大半を耕作しているのが

現状です。

　集約農家のN君は6年ほど前から大型機械を導入

し上路以外にも青海地内・今井地内でも耕作を始

めておりますが、遠距離でもあり大変苦労をして

いるようです。昨今の米不足騒動による米価の変

動・肥料・燃料の高騰・従事者不足を考慮すると、

これからの若い担い手が営農を続けることが大変な

事と思います。「国民の主食米」を生産する担い手

が将来に希望をもって営農を続けられる様に関係機

関には、さらなる前向きな助成・補助政策を期

待しています。

　農業委員としての活動は、県・市職員の指導

の下、地域計画に基づいた「耕作目標地図の作

成」・集落協定の運営に参加協力をし、就農者

に援助をしています。農用地の集約は一昨年末

までにほぼ終了していますが、従前の個々の「相

対賃借契約」が多くなっています。集約耕作者

には「農地中間管理機構」を通じた賃借契約を

結ぶのが両者にとって有利ではないかとも相談

しています。また最近の数年は、猛暑の為、圃

場用水不足が心配される様になり「取水箇所の

整備」、「猪による畦畔崩壊・用水路際の崩壊と

土砂混入経年老朽化による用水路の漏水」など耕

作には必須の問題が多々あります。

　前述したように少人数での圃場耕作者では、

このような問題に対処するには無理があります。

何とか私共高齢者であっても耕作している間に

協力をして問題解決をしたいと思います。それ

が将来の担い手への応援になるものと考えます。


